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令和 2年 11月 20日 

日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

 

FCA施設の廃止措置計画に係る行政相談 

 

 原子力科学研究所の FCA（高速炉臨界実験装置）施設については、これまで核燃料物質集約

化施設として継続利用する方針で検討を行ってきた（平成 31年 3月 28日 第 28回東海再処理

施設等安全監視チーム会合等で説明済み）。しかしながら、その後の検討の結果、令和 2年 8月

に方針を変更し、FCAは継続利用せず廃止することとなった。 

上記の方針変更に伴い、現在、FCAの廃止措置計画認可申請に向けた準備を進めているとこ

ろであるが、安全かつ合理的な廃止措置計画の策定のため、以下の事項について相談したい。 

 

相談内容① 

施設内の核燃料物質貯蔵設備に燃料が貯蔵された状態で、核燃料物質貯蔵設備とは別室にあ

る炉室設備の解体撤去を行いたい。 

 

原子力機構の見解① 

・「発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準」（以下「審査基

準」という。）によれば、廃止措置を行う試験研究用等原子炉にあっては、炉心からのすべて

の燃料の取出しと機能停止措置を最初に講じるとともに、廃止措置期間中、使用済燃料は核

燃料物質貯蔵設備に保管され、同設備の解体開始前に原子炉施設外へ搬出される必要がある。 

・炉室設備と核燃料物質貯蔵設備は別室に設置されており、換気空調設備もそれぞれ独立した

系統となっている。さらに、炉室は原子炉運転を考慮した堅牢な構造となっていることから、

使用済燃料の搬出前に炉室設備を解体撤去しても安全上問題はない。 

 

相談内容② 

現在、原子力科学研究所の原子炉設置許可における「使用済燃料の処分の方法」として、FCA

の使用済燃料は当該施設内で貯蔵することが記載されている。今後、廃止措置を進めるために

使用済燃料の引渡し（又は他組織への譲渡し。以下単に「引渡し」という。）を行うことから、

設置変更許可申請を行い、この記載を変更する必要がある。しかし、現時点で使用済燃料の引

渡し先が確定していないことから、現行の設置許可の記載のままとし、廃止措置計画の認可申

請を先行して行いたい。引渡し先が確定したときに、設置変更許可及び廃止措置計画変更認可

を申請することとしたい。 

 

原子力機構の見解② 

・審査基準によれば、廃止措置を行う原子炉施設の使用済燃料については、設置許可に記載し

た「使用済燃料の処分の方法」に従い、適切な引渡しの措置を講じる必要がある。 

・使用済燃料を引き渡すまでの間は、現行許可のとおり施設内で貯蔵管理を継続し、引渡し先
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が確定した後、使用済燃料の引渡しを行う廃止措置第２段階の前に、引渡し先に係る設置変

更許可及び廃止措置計画変更認可を申請し、使用済燃料の引渡し先を明記する。 

 

以 上 
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